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平成３０年度多文化共生社会の形成の推進に関して講じた施策（概要版） 

【多文化共生社会の形成の推進に関する条例第２１条に基づく報告】 

 

１ 平成３０年度多文化共生施策の概要                                              

 

（１）「意識の壁」の解消  

   ①多文化共生シンポジウム開催事業 

「地域の未来を拓く外国人市民の力」をテーマに，地域で働き，暮らしている外国人と多

文化共生がもたらす地域の未来をともに考える「多文化共生シンポジウム in おおさき」を

大崎市と共催で開催し，多文化共生に関する理解促進を図った（参加者：１７０人）。 

②啓発ツール作成事業 

     クリアファイルや第３期計画リーフレット，事業者向け啓発リーフレットを作成し関係機

関に配布することで，多文化共生社会の基本理念に関する普及啓発を図った。 

③多文化共生社会推進審議会運営事業 

         宮城県多文化共生社会推進審議会を開催し（４回），主に第３期宮城県多文化共生社会推

進計画の策定について審議の上，県に答申した。 

  ④多文化共生社会の推進に関する市町村等研修会開催事業 

    多文化共生の理解促進や情報共有等を図るため,市町村や国際交流協会職員等を対象に,

外国人技能実習制度等をテーマに研修会を開催した（参加者：２９人）。 

⑤多文化共生推進連絡会議運営事業 

    多文化共生の推進に必要なネットワーク基盤の強化を図るため，庁内の関係課で構成する

連絡会議を開催した。 

 

（２）「言葉の壁」の解消  

①災害時通訳ボランティア整備事業 

（公財）宮城県国際化協会に委託し，県内で大規模災害が発生した際，被災地等からの要

請に応じ通訳ボランティアを派遣できる体制整備を図り,平成３０年度末時点でボランティ

ア１３９人・２０言語での対応が可能となった。 

 

（３）「生活の壁」の解消  

①みやぎ外国人相談センター設置事業 

（公財）宮城県国際化協会に委託し，外国人県民やその家族から寄せられた相談に対して，

必要な情報提供や専門窓口の紹介など問題解決に向けたアドバイスを行った。２４３件の相

談に９言語（日本語・英語・中国語・韓国語・ポルトガル語・タガログ語，ベトナム語・ネ

パール語・インドネシア語）で対応した。 

    ②技能実習生との共生の地域づくり推進事業 

    外国人技能実習生を地域で受け入れる環境整備を図るため，塩竈市内で「外国人技能実習

生との交流イベント inしおがま」を開催した（参加者：一般住民７０人，外国人技能実習

生５０人）。 

 

資料１ 
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２ 宮城県多文化共生社会推進計画の評価指標における進捗状況                       

  ※ 平成３０年度計画に対する達成率 

○評価指標１ 多文化共生啓発事業の実施市町村数 

 

 

 

 

※３４．３％ 

→ 前年度（Ｈ２９）から５市町増加 

 

○評価指標２ 多文化共生に関する説明会等への参加県民数（多文化シンポジウム等） 

 

 

 

 

※２０６．８％   

→ 前年度（Ｈ２９）から３６１人増加                      

 

○評価指標３ 多言語による生活情報の提供実施市町村数（ホームページの多言語化等） 

                                  

 

 

 

※１５６．３％  

→ 前年度（Ｈ２９）から６市町増加     

 

○評価指標４ 日本語講座開設数 

                                   

 

 

 

※９３．８％ 

→ 前年度（Ｈ２９）から４講座増加 

 

 

平成 26年度 

【実績値】 

平成 27年度 

【実績値】 

平成 28年度 

【実績値】 

平成 29年度 

【実績値】 

平成 30年度 

【実績値】 

平成 30年度 

（目標値） 

４市町村 ６市町村 ７市町村 ７市町村 １２市町村 ３５市町村 

平成 26年度 

【実績値】 

平成 27年度 

【実績値】 

平成 28年度 

【実績値】 

平成 29年度 

【実績値】 

平成 30年度 

【実績値】 

平成 30年度 

（目標値） 

９０人 ２９３人 ７３１人 １，１９０人 １，５５１人 ７５０人 

平成 26年度 

【実績値】 

平成 27年度 

【実績値】 

平成 28年度 

【実績値】 

平成 29年度 

【実績値】 

平成 30年度 

【実績値】 

平成 30年度 

（目標値） 

１２市町村 １４市町村 １８市町村 １９市町村 ２５市町村 １６市町村 

平成 26年度 

【実績値】 

平成 27年度 

【実績値】 

平成 28年度 

【実績値】 

平成 29年度 

【実績値】 

平成 30年度 

【実績値】 

平成 30年度 

（目標値） 

２７講座 ２８講座 ２７講座 ２６講座 ３０講座 ３２講座 
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○評価指標５ 外国人相談対応体制を整備している市町村数 

                                   

 

 

 

※７７．８％ 

→ 前年度（Ｈ２９）から１市増加 

 

 

○評価指標６ 技能実習を除く外国人雇用者数（厚生労働省調べ）【各年１０月末日現在】 

 

 

 

                                   

※１４２．８％ 

→ 前年度（Ｈ２９）から９０７人増加（対前年増加率１４．１％） 

 

 

平成 26年度 

【実績値】 

平成 27年度 

【実績値】 

平成 28年度 

【実績値】 

平成 29年度 

【実績値】 

平成 30年度 

【実績値】 

平成 30年度 

（目標値） 

６市町村 ６市町村 ６市町村 ６市町村 ７市町村 ９市町村 

平成 26年度 

【実績値】 

平成 27年度 

【実績値】 

平成 28年度 

【実績値】 

平成 29年度 

【実績値】 

平成 30年度 

【実績値】 

平成 30年度 

（目標値） 

４，０４２人 ４，７６３人 ５，５７０人 ６，４１８人 ７，３２５人 ３，９００人 


